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三船恵美  （駒澤大学法学部教授） 

Emi MIFUNE 

Professor, Faculty of Law, KOMAZAWA University 

 本稿は、トランプ 2.0発足以降の半年における米中印関係について、政治手段

としてのトランプ関税、中国の多国間主義の推進とインドの MAHASAGAR 構想、中

印パ関係、イラン情勢の 4つの側面から論じていく。 

Abstract: This paper focuses on analyzing the intricate trilateral 
relationship among the United States, China, and India, employing four 
distinct analytical frameworks to dissect its multifaceted dynamics. Firstly, I 
critically examine the Trump administration's tariff objectives and their 
consequent impact on both US-China and US-India bilateral relations. This 
analysis extends to the implications of "Trump 2.0," a policy paradigm 
characterized by a strategic emphasis on "de-Sinicization." Secondly, I explore 
China's discursive embrace of multipolarity and multilateralism, posited as a 
strategic counter-response to Washington's initiatives aimed at global supply 
chain decoupling. This is juxtaposed with Beijing's palpable apprehension 
regarding India's Mahasagar initiative within the broader maritime domain. 
Thirdly, this paper delves into the persistent mutual distrust between China 
and India, specifically within the evolving context of their respective 
engagements with Pakistan. Finally, I elucidate how recent US military 
intervention in Iran has demonstrably exacerbated the pre-existing 
complexities inherent in the US-China-India trilateral dynamic, adding a 
critical layer of geopolitical tension. 

はじめに 

本稿掲載の『現代インド・フォーラム』2025 年夏季号が刊行される 7 月上旬ま

での半年間、アメリカ・中国・インドをとりまく国際環境は大きく揺れ動いてき

た。アメリカにおける 2 期目のドナルド・トランプ政権（「トランプ 2.0」）の発
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足、中国・パキスタンの軍事関係の深化、アメリカの対イラン政策による中国と

インドへの影響、これらがもたらした影響によって、もともと相互依存と対立が

交錯していた米中印関係は、さらにいっそう複雑化した。 

 本稿は、こうした米中印関係について、以下の 4つの側面から論じていく。第

Ⅰ節では、トランプ関税をめぐる 3つの狙いを指摘し、「脱中国化」を図るトラン

プ 2.0の米中関係と米印関係について論じる。第Ⅱ節では、アメリカによるサプ

ライチェーンの「脱中国化」の動きに抗う中国が多極化や多国間主義を謳うもの

の、中国がインドのマハサガル（MAHASAGAR）構想に警戒している点を指摘する。

第Ⅲ節では、近年のパキスタンとの関係をめぐり、お互いに警戒する中印関係に

ついて考察する。第Ⅳ節では、2025 年 6 月 22 日のアメリカによるイラン攻撃に

よって一層複雑化した米中印関係について指摘する。

Ⅰ．政治手段としてのトランプ関税と米中印関係 

トランプ政権がグローバルに仕掛けた関税交渉は、単なる通商戦術ではない。

通商交渉の「圧力」には、3つの側面がある 1。 

第 1 に、アメリカ政府が公言している貿易不均衡是正への強いこだわりである。

第 2 に、東南アジア諸国などをはじめ、中国が迂回貿易に利用している諸国・地

域に対して関税交渉を利用して、重点産業のサプライチェーンにおける「脱中国

化」の推進である。アメリカのスコット・ベッセント財務長官は、アメリカが望

んでいるのが中国との全面的なデカップリング（経済的分断）ではなく、主要な

戦略産業についてのみのデカップリングである、という認識を示してきている 2。

しかし、中国はトランプ関税の圧力を、戦略的な「サプライチェーンの脱中国化」

の抑圧と見做している 3。第 3 に、南太平洋島嶼国地域のフィージー、ナウル、バ

ヌアツといった、アメリカの経済安全保障を脅かすほどの経済規模ではない小国

であるものの、中国との関係について「警告」しているケースである。フィージ

ーはフェンタニル取引の中継地になっていることへの対応が求められていると言

えよう。中国との関係を深化させてきているナウルとバヌアツは、米豪間の地政

学的に重要な地である。

中国の SNSでは、5月のジュネーブ合意後、「中国側の巨大な勝利」とはしゃぐ

論者 4も見られた。しかし、米中間の関税交渉の本質は、アメリカ側の半導体規制

と中国側のレアアース規制のぶつかり合いである。中国が内需主導型経済へ移転

することも簡単なことではない。米中摩擦は長い持久戦に入っている。 

トランプ政権が仕掛けた中国のグローバルなサプライチェーンの分断を図る動

きは、サプライチェーンの多様化を推し進め、「チャイナ・プラスワン」の重要な

生産・供給拠点としてのインドの重要性を増す可能性を生み出している。 

とは言え、インドにおけるインフラの現状では、 製造業を本格的に拡大するに
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は、電力供給や物流網などのインフラが不十分であり、煩雑な許認可プロセス、

土地取得の難しさ、労働規制の複雑さなどをめぐり、中国からの大規模な生産移

転の支障となり、外国企業の進出を妨げる要因となる可能性がある。アメリカ向

けアップルの iPhpne については、すでに中国よりもインドでの生産台数の方が

が上回っているものの、依然として iPhone に使われる部品の多くは中国産とみ

られ、サプライチェーンの大幅な見直しには時間がかかると見込まれている。イ

ンドは若年労働力が豊富ではあるが、製造業における熟練労働者の不足や、教育・

訓練システムには課題が多く、外資流入による競争激化によって、インド国内の

未成熟な産業が打撃を受ける可能性もあり、「チャイナ・プラスワン」としてのリ

スクも指摘されている。インドは中国からの輸入に大きく依存している品目も多

く、サプライチェーンの急激な分断は、国内産業の部品調達やコストに影響を与

える可能性がある。 

米中対立のなかでアメリカに傾倒すると、中印関係の悪化を招くリスクもある。

インドは米中両大国とのバランスを慎重に取る必要がある。 

トランプ関税による米中サプライチェーンの分断はインドにとって大きな潜在

的メリットをもたらす可能性もあるが、それを活かすには、国内の整備や改善、

そして国際関係における慎重なバランス取りが不可欠となる。 

 
Ⅱ．インドの MAHASAGAR 構想と米中印 

 
 米中間の摩擦が激化するなかで、中国は、BRICS諸国外相会合（4月 28～29日）、

中露首脳会談（5 月 8 日）、中国・中南米カリブ海諸国共同体（CELAC）フォーラ

ム閣僚会議（5月 13日）、東南アジア諸国連合（ASEAN）・中国・湾岸協力会議（GCC）

首脳会議（5月 27日）、中国・太平洋島嶼国外相会議（5月 28～29 日）、中国・ア

フリカ協力フォーラム（FOCAC）閣僚会議（6 月 11 日）で、アメリカの保護主義

や一国主義を批判し、世界の多極化の推進や多国間主義の擁護を訴えた。これら

の多国間枠組みの推進を訴える一連のパフォーマンスで、南アジアだけが「地域」

としてすっぽりと抜けている。 

 中国は、グローバル・サウス外交を通してグローバル・ガバナンスの改革を積

極的に推進していこうとしている。グローバル・サウスの発言力と代表制を高め

ることで国際復興開発銀行（IBRD）や国際通貨基金（IMF）などの国際金融アーキ

テクチャーの包括的な改革を進めようと訴えている。その一方で、世界貿易機関

（WTO）を中核とする多国間貿易体制を維持し、途上国としての恩恵を WTOから享

受しようとしている。こうした戦略において、新興国の一角にあるインドは、中

国にとって連携すべき重要なパートナーである。 

 しかし、インドのナレンドラ・モディ首相が従来の SAGAR（地域におけるすべ

ての人々のための安全と成長）政策に替わる新たなビジョンとして、MAHASAGAR（地
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域を越える安全保障と成長のための相互かつ包括的な前進）構想 5を 2025年 3月

に打ち出したことについて、中国には「インドの野望」として強く警戒する声も

ある 6。 

 2015 年に提起された SAGAR 政策は、「法の支配」に基づく開かれた海洋秩序の

維持、ブルーエコノミー（海洋経済）の推進、インドをインド洋地域の中軸に位

置づけることを目指し、インド洋地域全体の安全保障と経済成長を促進すること

を目的としていた。これに対して MAHASAGAR は、SAGAR を継承しつつも、インド

洋地域に限定しておらず、インド太平洋やアフリカを射程により広範な海洋を対

象としており、グローバル・サウスとの連携を強化する狙いがある。つまり、イ

ンドは SAGARではインド洋地域における影響力拡大を目指していたのに対して、

MAHASAGAR ではグローバルな影響力を目指す「インドの意思の進化形」として捉

えることができる。中国から見れば、インドによる MAHASAGAR 構想の提唱は、中

国の「一帯一路」構想への対抗のように見えている。 

 また、トランプ 2.0によるアメリカの世界的な影響力の縮小はインドに地域的

な影響力を高める機会を与えているが、インドの地政学的な野心の高さと総合国

力には矛盾があるとの見方もある 7。 

 
Ⅲ．パキスタンとの関係を戦略的に位置づける中国とインド 

  
 「世界の薬局」と呼ばれるインドは、その原薬の多くを中国からの輸入に依存

している。また、インドはレアアースの埋蔵量が豊富であるものの、精製・加工

技術・人材の課題から、中国からの輸入に多くを依存している。トランプ政権に

よるサプライチェーンの「脱中国化」政策にもかかわらず、インドは中国との関

係をデカップリングすることはできない。 

 とは言え、中印関係を難しいものにしている障害の 1つは、中国とパキスタン

の関係である。中国はパキスタンに大規模な経済・軍事支援を提供してきている。

中国は、パキスタンにとって最大の兵器供給国であり、ストックホルム国際平和

研究所によれば、2020～2024 年にパキスタンが輸入した兵器の 81％は中国製で

あった 8。 

 2025 年 2月 5日に国賓として中国を訪問したパキスタンのアーシフ・アリ・ザ

ルダリ大統領と会談した習近平国家主席は、「中国は常にパキスタンとの関係を

戦略的に捉え、対パ友好政策の高い安定性と継続性を保っている」「中国パキスタ

ン経済回廊（CPEC）の『アップグレード版』を作り上げ、パキスタンの発展の基

礎固めと潜在力発揮を支援することを望んでいる」9と訴えていた。 

 中印国境で軍事的な緊張が高まる際には、パキスタンが中国と連携してインド

に対して西側国境から圧力をかけている。「二正面作戦」での中国とパキスタンの

協力に対して、インドは軍事的な資源を両国境に分散せざるを得なくなり、戦略
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的な柔軟性が制限されることになる。 

 さらに注目するのは、インドが実効支配するカシミール地方で発生したテロ事

件によって 2025 年 4 月下旬から 5 月上旬にかけて印パ間の軍事衝突に発展した

際、空中戦でパキスタンは中国製の J-10CE 戦闘機と PL-15 長射程空対空ミサイ

ル（AAM）を使用して、インド軍の仏製ラファール戦闘機など 5機を撃墜したと主

張した点である。中国国営メディアもこれを「快挙」と報じた（ただし、インド

側は撃墜を否定している）。自他共に評価の高かったラファールが、「格下」と思

われていた J-10CE 戦闘機に撃墜されたからである（打ち落とした方法の情報は

公表されていないが、ラファールが撃墜された事実は米英仏いずれもが認めてい

る）。 

 パキスタン側の主張が事実であれば、中国は電子戦システムを含む中国製兵器

の性能を「西側の実績ある兵器」に対して「実戦」で証明したことになり、イン

ドは中国・パキスタン両国との潜在的な二正面作戦に備える戦略を再考せざるを

得なくなるのである。中国が印パ衝突の戦場を中国製兵器の「実験場」にしてい

ることによって、インドとパキスタンの軍事衝突は、もはや単なる 2国間衝突と

は言えなくなっている。それは、中国のパキスタンに対する軍事支援の深化が南

アジアにおけるパワー・バランスを再編させていることを意味している。 

こうした安全保障の現状が、インドの対中不信感を一層高め、米中印関係に大

きな影を落としている。 
 
Ⅳ．イラン情勢をめぐる米中印 

 
 本稿脱稿の 6月 24日朝、イランとイスラエルの紛争終結に向けて「完全かつ全

面的な停戦」が発効するとトランプ大統領が示唆したと報じられた。イスラエル

とイランの紛争激化やホルムズ海峡の情勢は、中国とインドにとって重要な懸念

材料となっている。今年 5月時点で、ホルムズ海峡を通って貿易されている石油

の約半分は中国とインド向けであった。イラン議会がホルムズ海峡の封鎖計画を

承認すると、22 日までに、アメリカのマルコ・ルビオ国務長官は中国に対して、

ホルムズ海峡をイランに封鎖させないための「対応」を呼びかけていた。中国は

翌日の声明でアメリカのイラン攻撃を厳しく批判していたが、米中は経済で分断

を進める一方で、見えない外交の舞台裏では政治的な対話や協議を重ねている。 

 アメリカの対イラン政策は、米中・中印・印米の国際関係をさらに複雑なもの

にしていくことになる。 

 中国はイランのチャーバハール港とパキスタンとの「一帯一路」の CPECを接続

しようとしていた。しかし、イランはインドと 2024年 5月にチャーバハール港の

開発・運営に関わる 10年間の協定に合意した。チャーバハール港はインドにとっ

てアフガニスタンや中央アジアへのアクセスルートとして、またムンバイとモス
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クワを船舶や鉄道、道路などで結ぶ複合輸送網としての「南北輸送回廊（INSTC）」

の重要なハブとして、その戦略的価値を一層高めた。イラン情勢の不安定化や国

際的な制裁といった要因が、今後、インドの対イラン関係の進展に影響を与える

可能性がある。これまで、アメリカは、チャーバハール港がアフガニスタンの安

定化や地域経済の発展に貢献するとの認識から、イラン制裁の例外として、イン

ドによるチャーバハール港の開発を容認してきた。これは、中国がインド洋にお

いて影響力を拡大させようとする動きへ牽制するための地政学的戦略として、ア

メリカがインドを重視してきたからである。 

 その一方で、インドはイスラエルとの軍事的な関係から、6月 13日のイスラエ

ルによるイラン攻撃に関する上海協力機構（SCO）のイスラエルに対する批判声明

には、議論にさえ参加しておらず、6月 14日には SCO声明にも反発して見せた 10。

イスラエルに対する批判で SCOと連帯した中国の姿勢とは大きく異なった。 

 こうした米印の動向から、中国はインドが「一帯一路」への地政学的な対抗策

として INSTCを位置づけていることに注意を払ってきた。中国には、CPECに対す

るヘッジとしてインドが INSTC を位置づけている、との見方がある 11。また、イ

ンドが INSTCにチャーバハール港を含めるように積極的に働きかけてきたことに

ついて、人民日報系『環球時報』などは、インドがパキスタン主導の陸路を迂回

して海上で中国を"迎撃"しようとしている、と報じていた 12。 

 トランプ 1.0とバイデン政権期のアメリカは、中露を念頭に、インドがイラン

と一定の関係を維持することを戦略的に容認してきた。しかし、トランプ 2.0 の

アメリカによるイランへの軍事介入は、その方向性を大きく変えていく可能性も

ある。 

 
おわりに 

 
トランプ 1.0とバイデン政権期における世界観の中軸は、それまでのリベラル

な国際協調から大国間の戦略的競争に移った。「自由主義陣営 vs.権威主義体制」

といったイデオロギー的な側面における対立が強調され、民主主義陣営は大国間

の戦略的競争を念頭に、同盟や国際枠組みを強化してきた。しかし、トランプ 2.0

のアメリカは、従来の「法の支配」を軽視して「力による支配」に対外政策の中

軸を移した。また、戦略的なライバルである中国の構造転換に圧力を加えるだけ

でなく、同盟国やパートナー国にも揺さぶりをかけたり、アメリカが中心となっ

て築いてきた国際秩序や国際機構に背を向けたりもしている。トランプ 2.0時代

の米中印関係は、トランプ 1.0時代の延長上にあるわけではない。 

アメリカ一国主義を説くドナルド・トランプ、多極化を説く習近平やナレンド

ラ・モディというルールに基づく国際システムを軽視して自国の偉大さを強調す

るナショナリストの指導者達によって、国際システムが単極でも両極でも多極で
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もないものへと再編されているなかで、米中印関係はよりいっそう複雑で不安定

なものに向かっている。 

 

1 この点は、以下などを参照されたい。三船恵美「政治手段としてのトランプ関税と米中攻防―持

久戦を見据える一時的な小休止―」『改革者』2025年 7 月号、38～41頁収載。 
2 例えば、以下など。"Secretary Statements & Remarks: Treasury Secretary Scott Bessent 

Remarks before the Institute of International Finance," U.S. Department of the 

Treasury, April 23, 2025[https://home.treasury.gov/news/press-releases/sb0094]. 

"Bessent Says US, China Do Not Want a Generalized Decoupling," TV ShowsBloomberg 

Surveillance, May 12th, 2025 [https://www.bloomberg.com/news/videos/2025-05-12/bessent-

says-us-china-do-not-want-a-generalized-decoupling]. 

3 例えば、以下など。《美国观察：“特朗普 2.0”：中美经贸“新风暴”》、清华大学战略与安全研

究中心、2025年 4月 11日［https://ciss.tsinghua.edu.cn/info/wzjx_mggc/8177］。 

4 例えば、環球時報の元編集長であった胡錫進などの投稿：「關稅戰胡錫進成果超出預期-中國取得

巨大勝利」『星島頭條』2025年 05月 12日［https://www.stheadline.com/china-

politics/3454882/］。 
5 "What is 'Mahasagar' vision? New Policy for Global South unveiled by PM Modi in 

Mauritius," The Times of India, March 12, 2025.  
6 例えば、以下など。李红梅「“印度的雄心”」上海国际问题研究院

［https://www.siis.org.cn/sp/16808.jhtml］（出所は『世界知识』2025年第 8 期、2025年 4

月、32～34頁）。 
7 こうした見方を、中国の国家発展改革委員会国際協力センターの毛克奇が『中国青年報』2025

年 3月 19 日で論じている。 

8 Mathew George, Katarina Djokic, Zain Hussain, Pieter D. Wezeman and Siemon T. Wezeman, 

" Trends in International Arms Transfers, 2024," SIPRI, March 2025 

[https://www.sipri.org/publications/2025/sipri-fact-sheets/trends-international-arms-

transfers-2024]. 

9 「习近平同巴基斯坦总统扎尔达里会谈」新华网、2025年 2月 5 日 

［ http://www.news.cn/politics/leaders/20250205/3ee59570732e4b349857477f966cde00/c.html］。 

10 "Israel-Iran conflict: India distances itself from SCO statement, says ‘didn’t take 

part in discussion’," The Indian EXPRESS, June 15, 2025. 

[https://indianexpress.com/article/india/israel-iran-conflict-india-distances-itself-

from-sco-statement-10066773/]. 
11 この点については、以下などの拙稿で論じている。三船恵美「『新時代の中国の特色ある大国外

交』における中東ユーラシアと『一帯一路』に対する国際南北輸送回廊（INSTC）」中東調査会

2023年度外交・安全保障事業「中東ユーラシアにおける日本外交の役割――国家間競争の時代に

おける大国主導の連結性戦略と地域秩序再編の実態解明」コメンタリー、2024年 5月 7日 

［https://www.meij.or.jp/research/2023/18.html］。 

12 例えば、以下など。「【环时深度】国际南北运输走廊、印度想下一盘大棋？」环球网、2023年 7月

21日。 
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2025 年 4月から 5月にかけて勃発したインドとパキスタンの間の危機において、停

戦合意はアメリカのトランプ大統領から発表された。この危機におけるアメリカの

動きと、インドとの関係の与えている影響について分析する。 

 

  Abstract: This paper examines the role of the United States in the 2025 
India-Pakistan crisis, focusing on the mediation efforts led by the Trump 
administration and the resulting on its relationship with India. While the U.S. 
government, especially President Trump, claimed their role in brokering a 
ceasefire between the two nuclear powers, India firmly denied any third-party 
intervention and asserted that the ceasefire was reached through bilateral 
military channels. The paper analyzes how the US involvements in the crisis 
were perceived by India as infringing on India's strategic autonomy, and it 
further explores the implications for India–U.S. relations under Trump's second 
term.  
 

 

はじめに 

 

 2025 年 2月、インドのナレンドラ・モディ首相の訪米により、第 2期トランプ政

権における印米関係が実質的に始動した。ドナルド・トランプ大統領が掲げる相互

関税をめぐる二国間交渉は 2025年 6月末現在も継続中であり、移民問題などの懸

案もあるものの、モディ首相訪米では多数の合意が結ばれ、順調なスタートを印象

付けた。 

 ところがまもなく印米関係に新たな問題が発生した。2025年 4月 22日にカシミ

ール地方のインド側実効支配地域におけるペヘルガムでテロ事件が発生し、インド

政府はこれをパキスタンのテロ組織による犯行として、直ちにパキスタンへの対抗

措置を行ったことから、印パ関係が緊迫した。5月 7日、インドは「シンドゥール

2025 年印パ危機をめぐるインドとアメリカの関係 

India-U.S. Relations in the 2025 India-Pakistan Crisis 
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作戦」と名付けた軍事作戦をパキスタンに対して開始し、実質的な交戦状態となっ

た。5月 10日にトランプ大統領がアメリカの仲介による両国間の停戦合意を発表

し、まもなく停戦が実現した。しかしインド政府は、インドとパキスタンの二国間

での協議による停戦であったとして、アメリカによる仲裁を否定した。アメリカの

動きは、伝統的に印パ対立への第三国の関与を拒否するインドに不満を残し、印米

関係に影を落としている。 

本稿では、この印パ危機をめぐるアメリカの動きとその影響、とくに印米関係に

及ぼす示唆を分析する。 

 

Ⅰ．アメリカ政府の動き 

 

テロ事件発生からまもなく、トランプ大統領は SNS上で「合衆国はインドととも

に強くテロリズムに立ち向かう」とする発信を行ってインドへの同情を示した 1。

しかし、越境テロとしてパキスタンを非難するインド政府の主張には同調せず、ま

た、両国の境界では「1500 年間」にわたって対立が続いており、両国が問題を解決

するだろうと、明らかな事実誤認を語るなど 2、この時点でアメリカが本格的に仲

介に動く姿勢を示してはいなかった。 

 インドがパキスタンへの軍事行動に向けて準備を進めると、アメリカ国務省は両

国に自制を促す働きかけを強めた。4月 30日にはマルコ・ルビオ国務長官がパキス

タンのシャバーズ・シャリーフ首相とインドの S・ジャイシャンカル外相に電話を

かけている。この時点では、国務省によるこうした動きとは裏腹に、介入に消極的

なトランプ大統領ならびに J・D・ヴァンス副大統領との間には溝があったとの分析

がなされている。実際に、シンドゥール作戦が始まって 2日目の 5月 8日にも、ヴ

ァンス副大統領は「我々ができることは、エスカレーション回避に向けた両国の話

し合いを少々促すことくらいだ。しかし、根本的に我々の問題でない戦争の渦中に

関わるつもりはない」と語っていた。シンドゥール作戦開始後はヴァンス副大統領

や国務省らによるチームで両国政府と接触するなど対応を行っていたが、このヴァ

ンス副大統領の発言が示すように、5 月 8日の時点でのアメリカの関与は控えめで

あった 3。 

 5月 9日、アメリカ政府は突如として仲裁の動きを活発化させた。CNNによる

と、これはインド・パキスタン時間の同日夜（シンドゥール作戦 3日目）にパキス

タンが応戦を本格化させたことによる戦闘の激化を受けたものではなく、その前の

アメリカ時間 9日午前にエスカレーションの予兆に関する何らかの情報をアメリカ

側が掴んだためであった。ヴァンス副大統領はトランプ大統領に仲裁の計画を説明

した後、アメリカ時間 9日正午にモディ首相に電話をかけて紛争が劇的にエスカレ

ート（拡大）するとのアメリカの危惧を伝え、パキスタンとの直接交渉を促した。
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3日目の戦闘が始まったあと、パキスタン陸軍のアーシム・ムニール参謀長にはル

ビオ国務長官から電話で同様に停戦を促した。ヴァンス副大統領からモディ首相へ

の電話は 3日目夜の軍事行動の前の時点に行われているため、軍事行動がエスカレ

ートする前にアメリカが仲介を本格化させていたことがわかる。ルビオ国務長官と

ムニール参謀長の会談が行われたタイミングも、3日目の戦闘の直後であり、その

時点でアメリカ側は同日の戦闘の様子を十分には把握できていなかったと見られ

る。 

 インド・パキスタン時間で 10日朝、アメリカ時間 9日夜に発表されたこのルビ

オ＝ムニール会談で、アメリカ側は「今後の紛争を避けるために建設的な対話を始

めることへのアメリカの支援」を提供することを約束した。パキスタンが停戦に応

じる意向をアメリカに伝えたのは、この会談か、あるいはその直後に行われたイシ

ャーク・ダール外相とルビオ国務長官の電話会談であったと見られている。ルビオ

＝ムニール会談の直前、パキスタンは核戦力の運用権限を有する国家指令本部

（National Command Authority）の会議開催予定を発表して核兵器の使用を検討し

ていることを示唆していたが、一連のルビオ国務長官との会談後、同会議の開催を

否定して取り下げた 4。 

パキスタンが停戦合意の意向をアメリカに伝えたのち、ルビオ国務長官はインド

のジャイシャンカル外相との電話会談を行った（インド時間 10日 11：30ごろ）。

ここでアメリカはパキスタン側の停戦意向を伝えたと見られるが、インド側報道に

よると、ジャイシャンカル外相はパキスタンから二国間での要請のみを受け入れる

としてアメリカの仲裁を受け付けなかった 5。 

これらの会談に前後して、パキスタンからインドに軍事作戦部長（Director 

General of Military Operations: DGMO）レベルでのコンタクトが試みられた。イ

ンド時間 10日 9：15、パキスタン側 DGMOからインド側に連絡を行ったものの、イ

ンド側はこれに応じず、後には会議中で電話に出られなかったとしている。その

後、パキスタンは外交ルート経由で DGMO協議を改めて要請し、インド時間 13：15

に 1回目、同 15：30に 2回目の協議が実現し、二国間で停戦に合意した 6。 

そしてインド時間 10日 17：25、トランプ大統領が SNS で「合衆国の仲介による

一晩の長時間にわたる交渉の末、インドとパキスタンが完全かつ即時の停戦に合意

したと発表できることを私はうれしく思う」とする発信した 7。まもなくルビオ国

務長官も、「インド政府とパキスタン政府が即時停戦と広範な問題に関する中立地

での対話開始に合意した」と発表し 8、つづいてインドとパキスタンの両政府も停

戦合意を発表した。 

 

Ⅱ．トランプ大統領の主張とインドの反応 
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 以上が 2025年 6月時点で判明しているアメリカによる関与の経緯である。核兵

器を保有する印パ両国間の紛争の仲介には、アメリカだけでなくサウジアラビアや

イランなど数十カ国が動いていたとされるが、少なくともパキスタンが停戦に動い

た背景にはアメリカの動きが影響したと考えられている 9。 

アメリカ政府が紛争終結に果たした役割を主張したため、インドとの関係を損ね

ることになった。とくにインド政府を苛ただせたのは、停戦合意をめぐるトランプ

大統領の一連の発信であった。「合衆国はインドとパキスタンの間の停戦の『ブロ

ーカー』をしたのではなく、合衆国が核戦争を回避させたのだ」などと繰り返し述

べて、アメリカが紛争を終わらせた主張した。しかも、「もし戦闘を停止すれば、

われわれは貿易を続ける。もし戦闘を停止しなければ、我々はいかなる貿易も行わ

ない」として印パ両国に圧力をかけたとするなど、貿易をテコに紛争を終結させた

とする発言を繰り返した。さらには、印パ間のカシミール問題の調停も行うと主張

した 10。 

 インド政府は、二国間の交渉で停戦に合意したと主張し、アメリカが紛争を終わ

らせたとするトランプ大統領の主張を全面否定している。6月 16日と 17日にカナ

ダで開催された G7首脳会談では、中東情勢の緊迫をうけてトランプ大統領が帰国

を早めたため予定されていたモディ首相との直接会談は実現せず、代わりに行われ

た電話会談において、モディ首相はこの紛争においてアメリカが仲介の役割を果た

さなかったと主張し、トランプ大統領もこれに理解を示したとインド外務省側は説

明している。これ以前からアメリカ政府としては仲裁を行ったとする当初の主張を

トーンダウンさせ、両国間の対話を支援したとする立場を公的なものとしている

が、トランプ大統領は 6月 25にも貿易問題を利用して仲裁したとの従来の主張を

展開している 11。 

こうしたトランプ大統領の主張は、なぜインドとの関係を損ねているのか。 

第 1に、パキスタンとの紛争は二国間の問題であるとして、第三国や国際社会の

介入を拒否してきたインドの伝統的な政策に反するためであった。とりわけ、印パ

紛争の核心であるカシミール問題に介入する姿勢をトランプ大統領が示したこと

は、インドにとって認めがたい問題であったと受け止められている 12。 

第 2に、停戦を受け入れたことに関してトランプ大統領がインドとパキスタンの

両国を賞賛し、インドだけでなくパキスタンとも今後の関係強化を謳ったことで、

テロリズムの被害者を自認するインド側に不満を残した。6月 18日には、昇進した

パキスタン陸軍のムニール元帥が米ホワイトハウスに招かれてトランプ大統領と会

談を行っている。ムニール元帥がトランプ大統領へのノーベル平和賞を呼びかけた

ことをうけた招待であった 13。 

インドでは、このようにアメリカがパキスタンとの関係を強めることに対して、 

「インドーパキスタン（India-Pakistan）」として両国をセットで扱ってきたかつ
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てのアメリカの政策に回帰するとの疑念が起こっている。21世紀初頭、アメリカが

両国をセットで扱うことをやめる方針へと変更したことは、「脱ハイフン化（de-

hyphenation）」と呼ばれ、インドの重要性を認めて関係強化へと踏み出したことの

象徴とされていた 14。つまりアメリカの政策において、インドとパキスタンが再び

「ハイフン」で結ばれ、同格視されることを深刻に懸念しているのである。 

なお、6月 21日にパキスタン政府は正式にトランプ大統領をノーベル平和賞への

推薦を決定したが、その翌日にはアメリカによる対イラン攻撃を国際法違反と非難

することとなり、パキスタンの野党からはノーベル平和賞の推薦を撤回する決議案

も出ている 15。 

第 3に、アメリカの圧力に屈して停戦に応じたとされることは、インドが対外戦

略の一大目標としている戦略的自律に反するものであり、さらにはモディ首相の強

い指導者としてのイメージを損ねかねないものであった。この観点において、イン

ド政府側としては、自国の断固たる対応にパキスタンが屈服したというストーリー

を国内で描く必要があり、そのためにはアメリカ主導の停戦という主張は受け入れ

られないのである。野党・国民会議派からは、政府がトランプ大統領の主張に対し

て有効な反論を行っていないとの批判も出ていた 16。 

 

おわりに 

 

アメリカ政府は、紛争が激化する兆候をシンドゥール作戦 3日目の戦闘開始以前

に掴んで以降、精力的に仲裁に動いた。停戦に合意したインド政府の判断にアメリ

カの関与がもたらした影響は定かでないが、パキスタンの判断には影響していたと

考えられ、そもそも両国がエスカレーションを望まずに落とし所を模索していた状

況ではあったとしても 17、結果的にアメリカの働きかけが停戦合意の成立に貢献し

たと言えるだろう。 

しかし仲裁への貢献をアピールするトランプ大統領の主張は、インドとの関係に

ダメージを与えた。インド側では、トランプ大統領による一時的な攪乱要因として

事態を軽く捉えるべきか、はたまた根源的な印米関係の危機として問題視すべき

か、戸惑っているように思われる 18。他方でアメリカのインド系研究者からも、イ

ンドによる戦略的自律や保護貿易への固執がアメリカとの関係を妨げているとの不

満の声も出ている 19。インドが中国との数年来の最悪の関係を修復しつつあること

も相まって、インドとアメリカの関係は不安定性を増していると言えよう。 

 

※ 本稿の研究の一部は、2024 年中京大学内外研究員制度（在外研究員）、ならび

に科学研究費補助金（24K03169）の助成を受けたものです。 
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本稿は、トランプ米大統領の第 2次政権の政策が日印関係に及ぼした影響を検証す

る。トランプ大統領の「アメリカ第一主義」政策の一環としての「相互関税」は、

国際秩序における既存の亀裂を悪化させている。この時期の特徴として、(1)米中対

立、(2)国際情勢の不確実性の高まり、(3)ある地域での決定が世界の別の地域の

人々の安全と安心に影響を与えるという意味での外交のグローバル化、(4)経済協力

関係と安全保障の一体化である。日本とインドは 2000 年代以降、安全保障関係の深

化を進めており、本稿では、日米安全保障同盟がその一因となっていることを明ら

かにしている。同盟によって確立された枠組みに基づき、日本はインドなど他の志

を同じくするパートナーと同様の路線で前進することで、安全保障上の利益を補完

することができる。この時期の日印関係における主な課題は(1)インド太平洋におけ

る「共通財の提供者」としてのパートナーシップを活用しながら、国内利益のバラ

ンスを取ること、(2)「政治的都合」または必要性から（中国またはロシアとの）別

の関係を模索しながらも、戦略的な事項については同じ考えを持つことの 2点であ

る。 

 

Abstract: This article examines the impact of US President Trump’s second 
administration’s policies on Japan-India relations. President Trump’s “reciprocal 
tariffs” as part of his “America first” policy has exacerbated existing fissures in the 
international order. The characteristics of this period include: (1) the competitive 
nature of US-China relations, (2) increasing uncertainty, (3) globalized nature of 
diplomacy where decisions in one part impacts security and safety of people in 
another part of the world, (4) the securitization of economic and cooperative 
relations. Japan and India have been deepening their security relations since the 
2000s and this article finds that the US-Japan security alliance has been a 
contributing factor. Based on the framework set up by the alliance, Japan can 

トランプ 2.0 と日印関係の強化 

Trump 2.0 and Strengthening of Japan-India Relations 
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supplement its security interests by progressing in similar lines with other like-
minded partners like India, etc. The major challenges for Japan-India relations in 
this period are two- fold: 1) to balance their domestic interests, while leveraging 
the partnership as “a provider of common goods” in the Indo-Pacific 2) to be on the 
same page on strategic matters despite seeking alternate relationships (with 
China or Russia) for “political convenience” or necessity.  
 

 

はじめに 
 

日本もインドも、（トランプ大統領を含む）多くの米国大統領との交渉を重ねてき

た経験があるため、米国の「ディール外交」は織り込み済みである 1。しかし現在、

日印両国は、いずれも共通した状況、すなわち、 (1)米中対立、(2)国際情勢の不確

実性の高まり、(3)ある地域での決定が世界の別の地域の人々の安全と安心に影響を

与えるという意味での外交のグローバル化、(4)経済協力関係と安全保障の一体化に

直面している。 

こうした現況にあって、インドは、安定した大国として自らを活用する機会を見

出だし、それを活用するであろうし、日本は、自国の安全保障上の利益を守りつつ、

地域の平和と安定を確保するであろう。日印の政治指導者は、相手国に対して自国

を不可欠な国、パートナーとして有利に位置づけようとしているように見える。 

そこで、本稿では、こうした現況を念頭に置きつつ、現在の日印を取り巻く環境

と今後の日印関係を検討してみたい。 

 

Ⅰ．米国「第一主義」と国際秩序への影響 
 

2025年 1月 20日、ドナルド・J・トランプが第 47代米国大統領に就任した。トラ

ンプ第 1 期政権に慣れた各国は、再び、予測不可能な事態が起こることを予測して

いたとは言え、トランプ第 2 期政権が、現在の国際秩序により深い亀裂をもたらし

ていることを懸念しているように見える。2025 年 4 月 2 日は「解放の日」 

(“Liberation Day”) と宣言され、トランプ大統領は、すべての国（パートナー、

友好国、敵対国）に対して、買うよりも米国に売る方がどれだけ多いかが問題であ

るとの論理に基づいて恣意的に関税を課すことで、自国の経済的自由を主張してい

る 2。中国に対する相互関税は、双方が解決策を交渉することに合意するまで、合計

145％であった。日本は、完成車と自動車部品に対してすでに 25％の関税を課せら

れているにもかかわらず、さらに 24％の追加関税を課せられた 3。一方、トランプ

大統領はインドを「関税王」と呼び、その輸入品に 26％の関税を課した。米国によ
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る相互関税の脅威は、米ドル安、インフレーション、不安定な株式市場、将来的な

景気後退などをもたらすのではないか予測されている。 

国内では、このような関税は国際貿易裁判所で無効と判断されたものの、トラン

プ政権は直ちに連邦巡回区控訴裁判上に上訴した。国際政治分野では、ウクライナ

とガザ、さらにはイランの核施設をめぐって新たな紛争が勃発している。すでに分

断された世界におけるトランプ大統領の外交手法、その不規則で気まぐれなアプロ

ーチは、同盟国やパートナーとの数十年にわたる外交を通じて獲得してきた国家の

信頼性を損ないつつある。日本とインドは、目下、米国との関税措置・貿易協定を

見直す交渉に臨んでいる。ミュンヘン安全保障フォーラムでのバンス副大統領の欧

州同盟国に対する辛辣な発言から、トランプ大統領とバンス副大統領のウクライナ

のゼレンスキー大統領に対する発言まで、今回の米国大統領の同盟国に対する扱い

は多くの人々に衝撃を与えた。 特に日本にとって不安なのは、トランプ大統領が通

商協議と安全保障協議を区別していないようであり、米大統領が日本への安全保障

を反故にするのではないかとすら懸念されているからである。 

 

Ⅱ．日印関係に影響を与える地経学的および地政学的要因 

 
１． 地経学的要因：  

米国内でグローバル化に対する反感が高まっているのは、近年のことである。共

和党のトランプ政権は、米国の優位性と経済的能力の低下を中国のせいにしており、

今や中国を「脅威」と認識している。クリントンやオバマのような民主党の政権下

では、米中二極枠組み「G-2」という方向に向けて、対中関係では、協力的な面と競

争的な面を管理しようとしたこととは対照的である。アジア諸国は、近隣諸国の領

土保全と主権を侵害しようとする中国の防衛本能的な政策に直面しながらも、中国

との経済協力を継続し、米国の行動の不確実性をヘッジしていたのである。 

コロナが最盛期であった 2020 年 6 月、インドはラダックのガルワン渓谷で中国と

の紛争に直面した際、報復措置を取るに至った。国家安全保障を前提に、インドは

中国の技術と不正なデータ収集が領土主権を侵害しているとして、TikTok を含む中

国製アプリ 59 件を国内で禁止した。さらに、インドは日本や QUAD(4 カ国枠組み)諸

国と協力し、緊急保健危機時にワクチンや医薬品を供給するための弾力的なサプラ

イチェーンを開発することに合意した。 

米国はトランプ大統領の第 1 期において、コンピュータ・チップや半導体製造装

置などの輸出規制を含む一連の関税を中国に課したが、バイデン政権時代にはほぼ

維持されていた。しかし今回の「相互関税」は、国境を越えた貿易、気候変動、人

工知能などを管理する多国間の解決策を事実上否定するものである。これにより、
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既存の自由主義秩序の基盤、特に多国間ルールに基づく貿易制度が取り壊され、米

国の同盟国はその価値を維持し、それを維持する方法を見いださざるを得なくなっ

ている。皮肉なことに、世界貿易機関（WTO）加盟時に改革の恩恵を最も受けた中国

は、現在、グローバル化を擁護しているのである 4。貿易と投資の流れが地政学的な

流れに沿って方向転換され、国際基軸通貨としての米ドルの優位性が低下すること

で、世界が分断される可能性があるように見える 5。 

日本にとって、石破茂総裁率いる自民党は、7 月に参議院選挙が予定されている

ため、関税問題が国会ですでに弱い立場にある自党にどのような影響を与えるかに

警戒を強めている。日本政府は、米国の関税引き上げによる悪影響に対抗するため、

9000 億円（63 億ドル）を緊急経済対策に支出する予定であり、これはトランプ大統

領の貿易関税に対する日本初の財政対応である 6。一方、インドは、国内外市場で自

国製品の競争力を高め、2047 年までにインドを先進国にするというモディ首相の目

標「Viksit Bharat」(ヴィクシット・バーラト／先進国インド) に向けて軌道修正

する可能性も否定できない。 

世界各国は、中国と協力するリスクを慎重に検討すると同時に、米国との関税交

渉が国内でどのように受け入れられるかどうかを熟慮しているように見える。競争

的な米中関係は、多くの人々が両国による次の措置を注視する中で形成されつつあ

る。 

 

２．地政学的要因：  

欧州とアジアはかつてないほど地政学的に緊密につながっているように見える。

ロシアのウクライナ侵攻や台湾海峡周辺の緊張に伴い、中国の動向を注意深く監視

するという意味での日本の国家安全保障戦略の重要性は高まっている。石破首相は

2024 年 9 月党総裁に選出された際、ハドソン研究所とのインタビューで「今のウク

ライナは明日のアジア」であり、「中国を西側同盟国が抑止するためにはアジア版

NATO の創設が不可欠である」と述べたが、結局、実現しなかった。 

中国がプーチンとの暗黙の了解に基づいて、（台湾での戦場経験を積むために）

中国の「傭兵」や兵士が北朝鮮の兵士とともに戦争に参加しているという報道は、

日本には懸念材料であろう 7。日本が、この地域の平和と安定を維持するために重要

な核抑止力を拡大する形で同盟を強化しようとしている以上、中国・ロシア・北朝

鮮という枢軸の拡大は無視できまい。  

インドは、特にパキスタンが 2025 年 4 月 22 日に北部ジャンムー・カシミール準

州のパハルガム近郊でテロを起こし、26 人が死亡して以来、中国・パキスタン枢軸

に直面せざるを得ない。インドは軍事的報復を選択し、パキスタンの実効支配する
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カシミール地方とパンジャブ地方のテロ基地を標的にした「シンドール作戦」を開

始した。インド政府によれば、この作戦は「焦点を絞った、慎重な、非エスカレー

ション的」なもので、インドの政治的決意、成熟度、強さを示すものだったという 8。

この軍事作戦は、パキスタンが中国から輸入した武器と対峙した状況になり、結果

的にインドの技術力の誇示とみなされるかもしれない。 

このテロは、バンス米国副大統領がインドを訪問していたときに発生した。テロ

事件後、米国はインドとパキスタンを 「再関連付け」(“re-hyphenate”) とする

ような複雑なメッセージを発したため、これを嫌うニューデリーでは不満が噴出し

た。歴史的に見れば、インドは南アジアにおけるインドの地位を制約しようとする

中国やパキスタンの意図に苦慮してきた。そこでモディ首相は、インドの行動に関

する国際的世論を啓蒙すべく、インドのメッセージと言説を明確に伝えるために、

超党派国会議員等からなる 7 つの使節団に 30 カ国超（ほとんどが翌年の国連安保理

に参加する国々）を歴訪させた。これは、1998 年の核実験に際して特使を派遣した

バジパイ前 BJP 首相の動きに似ている。日本は、パハルガム襲撃事件の報道後、イ

ンドに連帯を申し出た最初の国のひとつである。 

 

Ⅲ．日印安全保障関係の強化： 日米安全保障同盟の寄与 

 

1990 年代以降、日本の安全保障政策は、米国との同盟関係に基づきつつ、安全保

障環境の変化に対応する形で発展してきた。堀本は「米印関係の改善が日印関係の

緊密化に寄与した」と指摘した。特に、（1996年と 2015年の日米相互防衛指針の改

訂のような）主要な二国間防衛協定や、2007年のような 2＋2安全保障協議委員会で

インドを有望な協力相手として認識した後、日本はインドや他の同志国に協力の手

を差し伸べたからである 9。 

2008 年に日本とインドが安全保障協力に関する共同宣言に署名したことは、決し

て驚くにはあたらない。当時、日本は平和維持活動、海賊対処活動、インド洋にお

ける災害救援活動に携わった。2015 年には防衛装備品・技術移転協定と秘密軍事情

報保護協定に署名し、さらに 2021 年には物品役務相互提供協定（ACSA）にも署名し

ている。故安倍晋三が築いた基盤は、岸田・石破政権が 2015 年に集団的自衛権を改

正し、2022 年に防衛予算を GDP の 2％（NATO の基準に近い）に増額するなど、日本

の大国としての役割を活用するための舞台を整えたと思われる。 

日本は、『国家安全保障戦略』(2022 年)において、「さらに、同盟国・同志国間

のネットワークを重層的に構築するとともに、それを拡大し、抑止力を強化してい

く」との意向を表明した。日本とインドは、「インド太平洋地域の平和と安定のた
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め、第三国への防衛及び安全保障支援分野における連携・協力」について協議して

おり、「2008 年の安全保障協力に関する共同宣言の改定」も予定している 10。2023

年には、両国は初めて三軍による二国間軍事演習を実施した。見方を変えれば、両

国は軍事面で「相互運用性」関係の発展に向けて進んでいると言える。 

日印両国は 2024 年に、インド太平洋の係争海域における海軍関係の強化に役立つ

「UNICORN」マスト監視・レーダーシステムの共同開発・生産で合意した 11。2025年

3 月には、インドのラジナート・シン国防相が日本の中谷元国防相と二国間会談を

行い、「新たな防衛協力協議体の設置」で合意した。『日経アジア』は、この枠組

みは「インド太平洋地域における日印防衛協力」と指摘し、インド軍と日本の自衛

隊間の総合的な調整を担うことになるだろうと報じた 12。防衛政策の調整に活用さ

れるこの枠組みは、米軍と日本の自衛隊の行動と意思決定を調整するために 2015 年

に設置された日米「同盟調整メカニズム」に類似していると思われる。 

日本は、インドが戦闘機や戦車の開発を進めているのを踏まえ、エンジンの輸出

など、自国の協力のあり方を検討している 13。そのうえで、海上自衛隊はインド海

軍と艦艇整備の協力も検討している 14。両国はそれぞれ統合作戦司令部の設置を目

指している。日本は 2025年 3月に JJOC(JSDF Joint Operations Command)を設立し

たが、インドは「シンドゥール作戦」後には、早期設立を目指している 15。 

2021 年には首脳級首脳会議に昇格した QUAD の下で、両国の協力は強化された。

2024年 10月、ラオスで開催された ASEAN首脳会議の期間中、インドと日本はモディ

首相と石破首相との間で首脳会談を開催し、民主主義などの基本的価値観を共有す

る「自然なパートナー」であり、国際社会の平和と安定のために引き続き緊密に協

力していくことを確認している。トランプ大統領の就任式の翌日には、QUAD 加盟国

の外相がワシントンで会談し、緊密な協力の必要性を示唆し、来年に向けたグルー

プの次のステップについても検討している。 

 

おわりに 
 

本稿では日印パートナーシップの海洋的側面については触れなかったが、中国が

第一列島線と第二列島線を突破して西太平洋に進出していることは、この地域では

注視されている。トランプ大統領の第二期におけるコミュニケーション様式は（第

一期と同様）、修辞的で非難めいた印象を与えるが、一方のインド太平洋諸国は米

国の現場での行動を注視するだろう。現在の米政府は中国とのイデオロギー衝突に

は関心がなく、むしろ世界における米国の優位性を維持することに重点を置いてい

るようだ。 
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インドは約 6%の安定した経済成長率を維持しており、世界第 3 位の経済大国とな

る見込みだ。自国の製品、労働力、そして市場が国際的に競争力を持つよう、現状

の力関係を自国に有利に形作る上で、大国として、そして重要な役割を担う機会を

逃すわけにはいかない。中国が近い将来に台湾進攻を計画しているとの憶測もある

現在、日本はこの時期に消極的姿勢でいることはできない。日本は、アフリカとア

ジアの地域を結ぶ大きな市場としてインドを必要としており、商品だけでなくエネ

ルギーや食糧需要のために開かれた海路と信頼できるサプライチェーンに依存して

いるのである。 

日印パートナーシップにおける今後の課題の一つは、相互認識と利益の調整であ

る。例えば、日本はウクライナにおけるロシアの行動を強く非難したが、インドは

国連での投票を棄権した。モディ政権下のインドは同盟関係の構築には関心がなく、

「政治的都合」に基づく「利益に基づく」パートナーシップの追求を繰り返し表明

している 16。一方、日本は伝統的に G7 における米国と西側諸国との同盟関係を頼り

に国際関係を舵取りしてきたが、新興国の台頭に伴い、G7 に代わる有力な国際秩序

が形成される可能性もある。その意味で、2023 年に広島で開催された G7 サミット

は、日本がグローバル・サウス諸国との関わりを模索していたことから、適切なも

のだったといえる。明るい材料としては、日本とインドが防衛協力のための合同協

議体を設立したことで、今後、軍事面での連携強化が期待される。 

日本とインドの間で安全保障と経済の分野における融合が進むことで、二国間の

安全保障パートナーシップはより実体的なものとなるだろう。しかしながら、共通

の財・サービスの提供者となり、世界の安定の源となるという両国の長期的な目標

の達成は、両国の指導者がいかに機敏に国内利益と国際利益のバランスをとるかに

かかっているのである。 
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